
 

総社市告示第９４号 

 

総社市路線バス運行対策補助金交付要綱（平成１７年総社市告示第６７号）の全部を改正する。 

 

令和８年９月２５日 

 

総社市長 片 岡 聡 一 

 

総社市バス路線運行維持補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，地域住民の生活に必要なバス路線の運行維持を図るため，予算の範囲内において，

市内にバス路線を有する乗合バス事業者に対し，総社市バス路線運行維持補助金（以下「補助金」とい

う。）を交付することについて，必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱で使用する用語の定義は，地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（平成２３

年３月３０日付け国総計第９７号，国鉄財第３６８号，国鉄業第１０２号，国自旅第２４０号，国海内

第１４９号，国空環第１０３号。以下「国庫補助金交付要綱」という。）及び岡山県地域間幹線系統補

助金交付要綱（平成２４年６月８日施行。以下「県補助金交付要綱」という。）において使用する用語

の例による。 

２ この要綱において，総社市総合交通戦略（以下「計画」という。）とは，地域公共交通の活性化及び

再生に関する法律（平成１９年法律第５９号）第５条第１項の地域公共交通計画として作成したもので

あって，同法第６条第１項に規定する協議会での議論を経て策定され，国庫補助金交付要綱第１０条の

規定により国土交通大臣の認定を受けたものをいう。 

（交付対象者） 

第３条 補助金の交付対象となるものは，道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号イに規

定する一般乗合旅客自動車運送事業を経営するものであって，計画に実施主体として記載されている

もの（以下「事業者」という。）とする。 

（補助対象期間） 

第４条 補助金の対象となる期間（以下「補助対象期間」という。）は，補助金の交付を受けようとする

会計年度（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０８条第１項の会計年度をいう。）の９月３０

日を末日とする１年間とする。 

（補助対象路線） 

第５条 補助金の対象となる路線（以下「補助対象路線」という。）は，計画に記載のあるバス路線のう

ち，次の各号のいずれかに該当するものとする。 

(１) 県補助金交付要綱第５条に規定する系統に該当する路線であって，補助対象期間における経常収

益額（消費税及び地方消費税相当額を除く。以下同じ。）が経常費用額（消費税及び地方消費税相当

額を除く。以下同じ。）の２０分の１１に満たないもの 

(２) 総社～新本線であって，補助対象期間における経常収益額が経常費用額に達しないもの 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は，次の各号に掲げる補助対象路線の区分に応じ，当該各号に定めるところにより算

定した額とする。 

(１) 前条第１号に該当する補助対象路線 補助対象期間における経常費用額の２０分の１１に相当す

る額から経常収益額を差し引いた額に，総キロ程に対する本市分の運行キロ程の割合を乗じて得た

額。この場合において，経常費用額は，事業者の１キロメートル当たりの経常費用の額と地域キロ当

たり標準経常費用の額のいずれか少ない額に実車走行キロを乗じた額とする。ただし，算出した額に

１，０００円未満の端数が生じたときは，これを切り上げるものとする。 

(２) 前条第２号に該当する補助対象路線 補助対象期間における経常費用額から経常収益額を差し引

いた額。この場合において，経常費用額は，事業者の１キロメートル当たりの経常費用の額に実車走

行キロを乗じた額とする。ただし，算出した額に１，０００円未満の端数が生じたときは，これを切

り捨てるものとする。 

（交付申請及び実績報告） 

第７条 補助金の交付を受けようとする事業者（以下「申請者」という。）は，補助対象期間終了後，総



 

社市バス路線運行維持補助金交付申請書兼実績報告書に市長が別に定める書類を添えて，補助対象期

間の末日の属する会計年度の２月末日までに市長に提出しなければならない。 

（交付決定等） 

第８条 市長は，前条の規定による申請があったときは，その内容を審査し，適当と認めるときは，総社

市バス路線運行維持補助金交付決定通知書により，当該申請者に通知するものとする。 

２ 市長は，前項の審査の結果，補助金を交付することが適当でないと認めるときは，総社市バス路線

運行維持補助金不交付決定通知書により，当該申請者に通知するものとする。 

（請求等） 

第９条 前条第１項の規定による補助金の交付決定を受けた申請者（以下「交付決定者」という。）は，

総社市バス路線運行維持補助金請求書を市長に提出するものとする。 

２ 市長は，前項の規定による請求があったときは，速やかに補助金を支払わなければならない。 

（交付決定の取消し等） 

第１０条 市長は，交付決定者が虚偽その他不正な手段により補助金の交付決定を受けたときは，補助

金の交付決定を取り消し，既に交付した補助金の全部又は一部を返還させることができる。 

（帳簿の整備及び保存） 

第１１条 交付決定者は，補助金に係る収支を明らかにした帳簿及び証拠書類を整備し，補助金の交付を

受けた日の属する会計年度の終了後５年間保存しなければならない。 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項及び様式は，市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は，令和８年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示による改正後の総社市バス路線運行維持補助金交付要綱の規定は，施行の日（以下「施行

日」という。）以後の補助対象期間における補助金について適用し，施行日の前日までの補助対象期

間における補助金については，なお従前の例による。 


